様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2020年12月28日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） とうきょうせんちゅりー（か
         　　 一般事業主の氏名又は名称 　東京センチュリー株式会社
（ふりがな）　のがみ　まこと
            （法人の場合）代表者の氏名   野上　　 誠         　　　印
住所　〒101-0022
　　　　　　　　　　　東京都千代田区神田練塀町３番地　富士ソフトビル
法人番号　6010401015821　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年度～2022年度 新・第四次中期経営計画

	公表日
	2020年2月6日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	東証への適時開示、TD-Netおよび当社ホームページに掲出
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/tdnet/1791469/00.pdf

	記載内容抜粋
	経営基盤の強化〔重要テーマ・主要施策〕【P14】
· デジタル技術活用によるビジネス変革の推進
· デジタル技術を活用した企業価値向上と競争力の強化
· デジタル変革の実現を加速させる既存システムの抜本的見直し
· デジタル変革の推進に向けた体制整備

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2020年2月6日付取締役会において承認。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東京センチュリーとDX

	公表日
	2020年12月23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページに掲出
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/challenge/dx/

	記載内容抜粋
	当社として掲げたDX方針に基づき、その実現に向けた具体策として、以下の戦略を策定。
（1） 企業風土・組織・プロセスの変革
· 先進的なDX企業への変革を実現する取組の実施
（2） 革新的な生産性向上
· デジタルツールを活用した業務改善・生産性向上
（3） 既存ビジネスの変革
· レガシーシステムが引き起こす2025年の崖対策など既存事業の変革に資する取組の実施
（4） 新規ビジネスの創出
· パートナーとの事業共創を中心とした新たなビジネス創出

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2020年12月8日付取締役会において承認。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2020年12月8日付プレスリリース、ホームページ上の組織図。
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/tdnet/1911689/00.pdf
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/corporate/organization/

	記載内容抜粋
	2020年12月8日付にて経営企画部門内にDX戦略の企画・推進を担う部署として「DX戦略部」を新設。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「統合レポート2020」【P63～64】
https://www.tokyocentury.co.jp/download/pdf/jp/ir/library/2020_all.pdf

	記載内容抜粋
	代表取締役社長を委員長とする「IT・事務戦略委員会」において、当社グループのIT戦略、IT投資計画、事務体制の企画等に関する事項について審議を行い、経営会議に答申を行う等、当社のITに係る具体的な方策に関して当該委員会にて方向性を定めている。






(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東京センチュリーとDX

	公表日
	2020年12月23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページに掲出
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/challenge/dx/

	記載内容抜粋
	戦略に基づき、以下の定性指標を策定。
（1） 企業風土・組織・プロセスの変革
· DX戦略の浸透・推進に資する予算・教育・評価制度の構築
（2） 革新的な生産性向上
· RPA等を活用した生産性向上、テレワーク体制の拡充
（3） 既存ビジネスの変革
· 既存ITシステムの刷新に向けた課題・対応策の策定
· AI・ビッグデータを活用したビジネスプロセスの革新
（4） 新規ビジネスの創出
· デジタルビジネス基盤を活用した新たな共創事業の実現



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年8月21日


	発信方法
	1 [bookmark: _GoBack]当社ホームページ「社長メッセージ」
「これからの10年に向けて」欄
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/ir/message/index.html
2 「統合レポート2020」【P20】
https://www.tokyocentury.co.jp/download/pdf/jp/ir/library/2020_all.pdf

	発信内容
	1 経済環境がかつてないスピードで変化していく中、これからも東京センチュリーグループは、デジタルトランスフォーメーション（DX）の視点を持ち、時代の変化を捉えながら、「金融×サービス×事業」の3軸融合による経験値と既成概念を超えた発想力を持ち、多様なビジネスを創出してまいります。
2 次の10年のキーワードとして、デジタル、モビリティ、サブスクリプションを掲げ、新しい事業領域への挑戦 と新しいビジネスモデルの構築も目指します。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年12月


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2017年4月頃　～　

	実施内容
	2017年度に第3者によるサイバーセキュリティアセスメントを実施。当該アセスメントは、サイバーセキュリティ経営ガイドラインおよびISO/IEC 27001:2013等をベンチマークとし、27の課題を抽出。「プロセス」「サイバーセキュリティ運用」「技術的対策」の三軸に整理し2018年度よりサイバーセキュリティ対策の強化を計画的に実行。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

